
(2)各会計、関係団体の財政状況及び健全化判断比率（市町村）

地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況（単位：百万円）
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公債費負担の状況 将来負担の状況

合計

合計

当該団体
からの
貸付金

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

当該団体から
の損失補償に
係る債務残高

一般会計等
負担見込額

備考

一般会計 10,715 10,628 87 55

備考 地方公社・第三セクター等名 経常損益
純資産又は
正味財産

当該団体
からの
出資金

当該団体
からの
補助金

平成28年度 大阪府島本町

一般会計等の財政状況（単位：百万円）

会計名 歳入 歳出 形式収支 実質収支
他会計等
からの
繰入金

地方債
現在高

土地取得事業特別会計 0 0 - - - -

0 23 - - - -55 10,965 公益財団法人大阪府三島救急医療センター ▲ 44 1,501

大沢地区特設水道施設事業特別会計 4 4 - - 4 -

一般会計等（純計） 10,715 10,628 87 55 10,965

実質赤字額

　※一般会計等（純計）は、各会計の相互間の繰入・繰出等の重複を控除したものであり、各会計の合計と一致しない場合がある。

-

他会計等
からの
繰入金

企業債
（地方債）
現在高

左のうち
一般会計等
繰入見込額

資金不足
比率

備考会計名 総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

資金剰余額
/不足額

（実質収支）

公営企業会計等の財政状況（単位：百万円）

- -国民健康保険事業特別会計 4,162 3,986 176 176 304 -

介護保険事業特別会計 2,152 2,055 97 97

後期高齢者医療特別会計 434 419 15 15 81 - - -

44 - 法適用企業水道事業会計 596 515 81 1,447 6 415

383 - - -

法非適用企業公共下水道事業特別会計 1,215 1,192 23 14 519 6,244 3,734 -

公営企業会計等 1,750

連結実質赤字額

6,659 3,778 -

一部事務組合等名 総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

資金剰余額
/不足額

（実質収支）

他会計等
からの
繰入金

企業債
（地方債）
現在高

左のうち
一般会計等
負担見込額

備考

- -淀川右岸水防事務組合 124 122 2 2 -

大阪府後期高齢者医療広域連合 （後期高齢者医療特別会計） 1,080,473 1,052,361 28,112 28,112 14,163

大阪府後期高齢者医療広域連合 （一般会計） 208 187 21 21 - - -

大阪広域水道企業団 （水道事業会計） 41,779 34,294 7,485 23,182 - 136,632 -

- -

17,196 -大阪広域水道企業団 （工業用水道事業会計） 7,740 5,794 1,946 18,566 -

153,827 -一部事務組合等 69,884

地方公社・第三セクター等 0 23 - - - -

平成26年度 平成27年度 平成28年度 分母比

元利償還金 1,166,366 1,166,416 1,059,326 18.8 将来負担額

区分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 分母比 内訳

　※地方公共団体が①25%以上出資している法人又は②財政支援を行っている法人を記載している。

　※地方公共団体財政健全化法に基づき将来負担比率の算定対象となっている法人については、○印を付与している。

実質公債費比率　　（千円・％） 将来負担比率　　（千円・％）

区分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 分母比

0.2 いわゆる五省協定等に係るもの - - - -

PFI事業に係るもの - - - -

減債基金積立不足算定額 - - - -

一般会計等に係る地方債の現在高 10,572,195 10,937,557 10,965,114 194.3

債
務
負
担
行
為

債務負担行為に基づく支出予定額 30,603 20,463 10,209

- - - -

公営企業債の元利償還金 に対する繰入金 394,045 357,293 377,608 6.7 組合等負担等見込額 

公営企業債等繰入見込額 4,435,869 4,098,086 3,777,682 66.9 国営土地改良事業に係るもの準
元
利
償
還
金

満期一括償還地方債に係る年度割相当額 - - - -

- -

債務負担行為に基づく支出額（公債費に準ずるもの） 10,582 10,582 10,537 0.2 設立法人等の負債額等負担見込額 - -

932,386 1,233,478 21.9 地方公務員等共済組合に係るもの - -

- - -

組合等が起こした地方債の元利 償還金に対する負担金等 - - - - 退職手当負担見込額 997,407

- - - - 森林総合研究所等が行う事業に係るもの -

- 社会福祉法人の施設建設費に係るもの - - - -

-

一時借入金の利子 - - - - 　うち、健全化法施行規則附則第三条に係る負担見込額 - - -

14,054 0.2 依頼土地の買い戻しに係るもの - - -

- - - -

内訳 平成26年度 平成27年度 平成28年度 分母比 組合等連結実質赤字額負担見込額 

連結実質赤字額 - - - - 損失補償・債務保証の履行に係るもの合計 (Ａ) 1,570,993 1,534,291 1,447,471

20,463 10,209 0.2

いわゆる五省協定等に係るもの - - - - 充当可能
財源等

充当可能基金 

16,036,074 15,988,492 16,000,537 その他上記に準ずるもの 30,603

- - -

PFI事業に係るもの - - - - (Ｅ)

- - - - 引き受けた債務の履行に係るもの -

4,373,989 4,039,195 3,734,095 66.2

国営土地改良事業・森林総合研究所等が行う事業に係るもの - - - - 充当可能特定歳入 

5,115,342 4,730,427 4,880,502 86.5

企業債等
繰入見込額

公共下水道事業特別会計

3,595,291 3,555,569 3,206,634 56.8

- - - -

社会福祉法人の施設建設費に係るもの - - - - (Ｆ)

基準財政需要額算入見込額 10,035,692 10,302,774 10,421,730 184.6 介護保険事業特別会計

水道事業会計 61,880 58,891 43,587 0.8

地方公務員等共済組合に係るもの - - - -

- -

引き受けた債務の履行に係るもの - - - -

公社・
三セク等

地方道路公社に係る将来負担額 -

- - その他の会計 - -

- - -後期高齢者医療特別会計 -

- - -

利子補給に係るもの 599 442 283 0.0 健全化判断比率 平成28年度

- - -

その他上記に準ずるもの 9,983 10,140 10,254 0.2 土地開発公社に係る将来負担額 -

その他第三セクター等に係る将来負担額 - - 14,054 0.2

-

特定財源の額 (Ｂ) 343,030 318,966 336,015 実質赤字比率 - 14.22

早期健全化基準 財政再生基準 地方独立行政法人に係る将来負担額 - - -

債
務
負
担
行
為

損失補償・債務保証の履行に係るもの - - - - 将来負担比率（(Ｅ)－(Ｆ)）／（(Ｃ)－(Ｄ)）×１００ -

18,746,325 18,588,770 18,508,866

連結実質赤字比率 - 19.22 30.00

算入公債費等の額 (Ｄ) 902,916 841,704 881,403

標準財政規模 (Ｃ) 6,277,153 6,372,609 6,525,589

20.00

(3ヵ年平均) 7.9 6.9 5.6

将来負担比率 - 350.0

実質公債費比率
（(Ａ)－((Ｂ)＋(Ｄ))）／（(Ｃ)－(Ｄ)）×１００

(単年度) 6.0 6.8 4.1

実質公債費比率 5.6 25.0 35.0

(Ｃ)－(Ｄ) 5,374,237 5,530,905 5,644,186
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